
東京都の人口は1997年以後14年連続の増加となっています。東京都の予想

によると人口は今後も増加を続け、2015年に1308万人に達する見込みです。
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※平成22年1月30日 日本経済新聞より
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年間賃金の推移（2000年～2009年）
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東京都で働く労働者の一人当たり年間賃金は全国平均に比べ100万円以上高く推移しています。

東京と全国の賃金格差が大きくなるほど、東京の転入超過数は拡大することが予測されます。
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※「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省統計情報部、各年）より作成
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東京都は全国平均に比べ、高水準の有効求人倍率を維持しています。東京と全国の有効求人倍

率の格差が大きくなるほど、東京の転入超過数は拡大することが予測されます。

有効求人倍率の推移（1997年～2009年）
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※資料 「一般職業紹介状況 都道府県別・地域別労働市場関係指標（実数及び季節調整値）」（厚生省）より作成



東京は全国大学数の17.6％を占めており、全国学生の25％（4人に1人）の学生が東京の大学に

通っています。大学で学ぶために親元を離れて1人暮らしをする学生の数も東京がダントツです。
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※「学校基本調査」平成21年度（文部科学省）より作成



東京都の人口（各年1月1日現在）
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平成22年1月1日現在の東京都の人口（外国人登録者数含む）は13,009,759 人で、過去最高と

なりました。平成9年以後14年連続の増加となり、今後も東京への一極集中傾向が続く模様です。
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※「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（東京都総務局）より作成

※外国人登録者数含む
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東京都によると、東京の単身世帯数は着実に増加し続け、2025年には17万世帯増加の283万世帯

となる見込みです。単身世帯数が増えるほど、ワンルーム賃貸需要も伸びることが予測されます。
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※東京都総務局「東京都世帯数の予測（各年10 月1日現在）」より作成
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東京都の外国人登録者数推移
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わが国の外国人登録者数は年々増え続け、現在

約220万人にのぼります。都道府県別に見ると、全

国に占める外国人割合は東京都が最も高く、2030
年には国内移動を含め45.3万人に増加する見込み

です。今後も外国人入居者増加に伴い、東京の賃

貸需要が活性化することが予測されます。
19

※法務省「在留外国人統計」（平成20年12月末日現在）より

平成20年末現在外国人登録者数の都道府県別割合
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近年、1980年代から続くドーナツ化現象に歯止めが

かかり、利便性の高い都心部への回帰現象が顕著に

なってきています。通勤に便利なことはもちろん、アー

バンライフを満喫するカッコ良さが各種マスメディアで

取りざたされて以来、女性にモテる要件として「都心に

住む」ことが独身男性のステータスとなっています。

一人暮らしのお年寄りにとっても、医療施設や生活

利便施設が整っている東京なら、安心して暮らせると

いう利点があります。子供が自立して配偶者に先立た

れ、残りの老後生活を単身で送ることになったときに、

いっとき郊外へ住まいを求めた人々が都心へ戻って

きています。

このように現在では老若男女問わず、単身世帯層を

中心に都心の賃貸マンションに住まいを求める傾向

が高まっています。この点からも、東京のワンルーム

賃貸需要の強力さがわかります。
20※日本経済新聞 2009年4月2日記事より
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不動産投資を行う際に、最も肝心なのは「物件選び」です。長期的・安定的に家賃収入の得られ

る物件、つまり賃貸需要が将来にわたって安定して見込まれる物件を選ぶためには、現在も未来

も人口増加の見込まれるエリアから選ぶ必要があります。

東京都総務局のデータによると、平成22年1月1日現在の東京都の人口（外国人登録者数含む）

は13,009,759 人で、過去最高となりました。平成9年以後14年連続の増加となり、今後も東京へ

の一極集中傾向が続く模様です。

地方では、昨今深刻化する企業の雇用調整により、有期雇用社員の契約打ち切りなどで空室増

加がますます懸念されていますが、これとは対照的に、東京に限っては、人口が着実に増加して

います。さらに、東京都の単身世帯数に注目すると、グラフのように10年、20年先も増加し続ける

ことが予測されており、2010年の約266万世帯から15年後の2025年には約283万世帯と、約17
万世帯もの増加となる見込みです。単身世帯数が増加すれば、ワンルーム賃貸需要も増加しま

す。

つまり、10年後、20年後も着実に賃貸需要が見込まれる都道府県は、日本全国探しても東京だ

けだということです。ワンルームマンション投資をするなら、東京の物件を選ぶことが成功の秘訣と

言えます。
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